大阪府認定特定非営利活動法人の認定等に係る書類の提出に関する事務に係る事務処理の特例に関する条例の改正（概要）

府民文化部男女共同参画・ＮＰＯ課

■改正の理由
　大阪版地方分権推進制度に基づき、租税特別措置法施行令に基づく事務のうち、特定非営利活動法人に係るものを市町村において処理することとするため、所要の改正を行う。
■改正の内容

　（１）摂津市の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人で、認定特定非営利活動法人の認定申請書を提出した法人及び認定を受けた法人に係る所轄庁が行う事務については、当該市が処理することとする。（第２条関係）
（２）寝屋川市の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係る上記（１）の事務については、当該市が処理することとする。（第２条関係）
（３）泉大津市、松原市、阪南市及び忠岡町の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係る上記（１）の事務については、当該市又は町が処理することとする。（第２条関係）
■施行期日

（１）については平成23年４月１日、（２）については同年９月１日、（３）については同年10月１日

■政策アセスメント・制度間調整

政令市連携課及び市町村課と調整済み

　移譲先の市町と調整済み
